
総合計画審査特別委員会総務文教分科会審査日程 
 

日 時 令和３年１１月１２日（金） 

午前１０時から       

場 所 第１委員会室        

 

１ 議案第７９号 第二次山陽小野田市総合計画に係る基本構想の改訂及び中

期基本計画の策定について（総務文教分科会所管部分） 

 

審査 

番号 
基本施策 基本事業 ページ 部署名 

① 29 
山口東京理科大学の

施設の整備・充実 

(1) 山口東京理科大学の

施設の整備・充実 
104 大学推進室 

② 15 
シティセールス・移

住定住の促進 

(1) シティセールスの推進 

(2) 移住・定住の推進 
58 

シティセー

ルス課 

③ 25 観光・交流の振興 

(1) 観光・交流資源の整

備・充実  
(2) 情報発信・誘客体制

の強化・充実 

92 
シティセー

ルス課 

④ 34 
市政への市民参画の

推進 
(1) 市政情報の発信 124 

シティセー

ルス課 

⑤ 32 
効率的で効果的な行

政運営 

(1) 公共施設の最適化 

(2) 官民連携の推進  
(5) デジタルを活用した

行政サービスの向上

及び行政運営の効率化  
(6) 広域連携の推進 

114 

企画課 

デジタル推

進室 

⑥ 33 健全な財政運営 (2) 財政の安定的運営 120 財政課 

※１ 審査は審査番号ごとに職員を入れ替えながら行います。 

※２ 審査の方法は、基本施策ごとに執行部が基本事業の説明をした後に委員

の質疑を行います。 

※３ 審査の進行状況により、審査の前倒し、先送りを行うこともあります。 

※４ 審査番号②は午後１時から行い、終了後、審査番号③以降を行います。 
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公立大学の概要について 

 

１. 公立大学の役割 

  大学は、学術の中心として、広く知識を授けるとともに、深く専門の学 

芸を教授研究し、知的、道徳的及び応用的能力を発展させることを目的と 

し、国立・公立・私立それぞれの設置形態の下で、教育研究水準の向上と、 

多様で特色ある発展してきました。 

 とりわけ、公立大学は、その目的に加え、地方公共団体が設置・管理す 

るという性格から、地域における高等教育機会の提供と、地域社会での知 

的・文化的拠点として中心的役割を担ってきており、今後とも、それぞれ 

の地域における社会・経済・文化への貢献が期待されています。 

 

※１ 拡大する公立大学 

  公立大学については、大学数、学生数ともに増加傾向にあります。平成 

元年度に 39 大学６万人であったものが、令和３年度には 98 大学 16 万人 

と増加しており、地域から高等教育の拡大を支えています。 
 

 国立 公立 私立 計 公立の割合 

学校数 86 校 98 校 619 校 803 校 12.2％ 

在学者数 592,462 人 160,437 人 2,160,419 人 2,913,318 人 5.5％ 

 

・数値は、令和３年５月１日現在のものです。 

・学校数については、募集停止の大学を除く（国公立のみ）。 

・在学者数については、募集停止大学の学生数を含む。 

 

※２ 山口県の大学進学動向〔大学作成資料より〕 
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平成30年度

Ｈ元年度

1,339人
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3,784人

5,023人

6,168人

16,359人

山口県の高校卒業生 県内進学 県外進学 大学進学以外の進路

11,291 人  

22,294 人 

進学率 

H 元年度 26.6％ 

H30 年度 45.4％ 

参考資料１ 



2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

※３ 市内に在住する学生の推移〔大学作成資料より〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※４ 地域貢献・産学官連携〔大学作成資料より〕 

 ⑴ 地域産業と連携した人材育成 

    教育課程（「リーダーシップ論」：地域社会で活躍するリーダーから 

学ぶ、「地域技術学」：市内企業の技術的な課題をチームで解決する、 

「地域社会学」：社会調査及び統計により地域課題を解決する、「学 

術と地域文化」：地域で活躍する方 30 名から学ぶ、インターンシッ 

プ：市内・県内企業で行う就業実習など）、教育外課程（市内・県 

内企業見学ツアー、市内・県内企業による学内合同企業セミナー） 

⑵ 県内企業による「冠奨学金」の創設 

   共英製鋼株式会社給付奨学金 
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計 4,518 人  

(24.3％) 
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⑶ 地域課題解決研究事業 

   地域産業の振興貢献を目的とする地域還元型の研究事業。市内企業 

等から提案された地域課題に教員が取り組む。（ドローン・ＩＣＴ 

を活用したイノシシ・シカなどの鳥獣被害対策の検討と実用など） 

⑷ 学生・教員と市内店舗による商品開発 

⑸ 県内・市内の企業等との連携協定の締結 

   包括連携・協力に関する協定（市民病院、田辺三菱製薬工場株式会 

社、山口県製薬工業協会、山口県薬剤師会、山口県病院薬剤師会、 

山陽小野田薬剤師会、公立諏訪東京理科大学）、公共交通フリーパ 

スに関する協定（船木鉄道株式会社）、教育連携協定（市・市教育 

委員会・市内高校）など 

⑹ 学生による地域清掃活動                 など 

 

※５ 山口東京理科大学による経済波及効果〔大学作成資料より〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２. 公立大学の財政 

  公立大学の財源は、寄附金や委託金等の小規模なものを除くと、授業料 

などの学生からの納付金と、その設置者である地方公共団体からの拠出に 

大別されます。後者については、公立大学法人化した大学に対して、地方 

公共団体からの運営費交付金という形で拠出されますが、それ以外の自治 

体立の場合は、設立団体である自治体の会計の中に組み込まれています。 

  地方公共団体は、その主な財源を地方税と地方交付税に拠っています。 

公立大学を有する地方公共団体に対しては、大学を設置し管理するための 

経費が普通交付税額の算定において基準財政需要額に算入される形で措 
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置されています。地方交付税はそもそも地方固有の財源であり、その使途 

は地方公共団体の自主的な判断に任せられていますが、地方公共団体の多 

くは、地方交付税で措置された大学費相当額以上の費用を自らが設置した 

大学に支出しており、公立大学は地域の高等教育機会の確保や知的拠点と 

しての役割を担っています。 

 

３. 公立大学に対する地方交付税措置の概要 

  公立大学の運営に要する経費については、普通交付税の基準財政需要額 

に算入されています。具体的には、一定の基準に基づき算出された学生一 

人あたりに要する経費（単位費用）に公立大学の在学生数を乗じて算定さ 

れます。加えて、経済的困難を伴う学生のための授業料減免等にかかる経 

費などが考慮されています。 
 

 大学の収入の内訳  大学関係に係る財源の内訳  

 

市
か
ら
交
付
（
約
６
割
） 

運営費交付金 

 地方交付税措置額 

 寄附金   など 

 

地
方
交
付
税
措
置
額 

運営費交付金 

 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 授業料等減免補助金  授業料等減免補助金  

 自
主
財
源
（
約
４
割
） 

学生等納付金収入 

※検定料・入学金・ 

授業料・手数料等 

受託研究等収入 

雑収入 

 ※財産貸付収入等 

目的積立金充当収入 

  等 

 

校舎建設費の償還金※１ 

 

   

   

  その他大学関連経費※２  

  企業等からの寄附金  

  公立大学法人運営基金の利子  

  公立大学法人運営基金積立金※３   
       

 

※１ 薬学部増築事業に要した工事費の償還 

工学部の地方交付税措置額☓20％、薬学部の地方交付税額措置額の 40％ 

※２ 経済部商工労働課が実施する定住促進事業「住まいる奨励金」 

※３ 地方交付税措置額に余剰がある場合に公立大学法人運営基金に積み立てる。逆 

に、不足する場合は当該基金から繰り入れる。 
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（参考）    地方独立行政法人制度の概要について 

 

⑴ 目的等 

  地方独立行政法人とは、住民の生活、地域社会及び地域経済の安定等の 

公共上の見地から、その地域において確実に実施されることが必要な事務 

及び事業であって、地方公共団体が自ら主体となって直接に実施する必要 

のないもののうち、民間の主体に委ねた場合には必ずしも実施されないお 

それがあるものと地方公共団体が認めるものを、効率的かつ効果的に行わ 

せることを目的として、地方公共団体が設立する法人です。（法人が民間 

的な手法も取り入れながら、これまで以上に効率的・効果的に進めていく 

ことが地方独立行政法人制度のねらいになっています。） 

 ※ 公立大学法人の場合は、大学における教育研究の特性に配慮するこ 

とが法律的にも明記されており、その考え方に沿って、いくつかの特 

例が設けられています。 

 例えば、設立団体の長が定め、地方独立行政法人に指示する中期目 

標（地方独立行政法人が達成すべき業務運営に関する目標）の期間に 

ついて、通則規程において３年以上５年以下としているところを公立 

大学法人では６年間としています。また、大学の教育研究の自主性・ 

自律性を尊重する観点から、中期目標の策定に当たっては、あらかじ 

め公立大学法人の意見を聴き、配慮しなければならないとしています。 

 また、公立大学法人は他の公営企業的な事業とは違い、独立採算制 

の事業ではないと整理されています。 

⑵ 地方独立行政法人が行うことのできる事業 

 ア 試験研究 

イ 大学等の設置・管理 

ウ 公営企業に相当する事業の経営（水道、鉄道、病院等） 

エ 社会福祉事業の経営 

オ その他の公共的な施設で政令で定めるものの設置・管理 

⑶ 法人の区分 

 特定地方独立行政法人…役職員に地方公務員の身分を与える法人（業務停 

滞が住民の生活、地域社会又は地域経済の安定に直接かつ著しい支障を 

及ぼす法人、又は業務の中立性・公正性を特に確保する必要がある法人） 

 一般地方独立行政法人…特定地方独立行政法人以外（非公務員型） 

  ※ 公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学は、一般地方独立行 

政法人。 
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⑷ 設立手続 

  設立団体が議会の議決を経て定款を定め、総務大臣（※）又は都道府県 

知事が認可。 

 ※ 公立大学法人については、併せて文部科学大臣の認可が必要。 

 ※ 公立大学法人山陽小野田市立山口東京理科大学は山口県知事と文 

  部科学大臣が認可。（認可日：平成２７年１２月２５日） 

⑸ 財産的基礎等 

  出資者は地方公共団体に限る。 

  ※ 出資額 

 土地：  ７５６,０００,０００円（５９,０９５㎡） 

      建物：３,０２９,８４２,０００円（２１,５５０.４７㎡） 

     合計：３,７８５,８４２,０００円 

⑹ 役職員の身分等 

 ア 理事長及び監事は設立団体の長が任命・解任 

  ・理事長：１人（任期 令和２年４月１日～令和４年３月３１日） 

    ※任期：４年。再任後の任期は２年。 

  ・監事：２人（任期 平成３０年４月１日～令和４年度についての財 

務諸表の承認日） 

※任命後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものについて 

の財務諸表承認日まで。再任することができる。 

 イ その他の役員及び職員は理事長が任命・解任 

  ・副理事長（＝学長）：１人（任期 令和２年４月１日～令和６年３ 

月３１日） 

※任期：４年（学長の任期）。再任は１回限りで、再任後の任期は 

２年。 

・理事：４人（任期 平成３０年４月１日～令和６年３月３１日、令 

和２年４月１日～令和４年３月３１日） 

※任期：２年。再任後の任期は２年。 

⑺ 目標による管理と評価の仕組み 

  国の独立行政法人制度と同様に「目標⇒実施⇒評価⇒業務運営への反映」 

という流れを義務付け。 

 ア 中期目標（６年）は、設立団体の長が議会の議決を経て定める。 

  ※ あらかじめ評価委員会及び法人の意見を聴かなければならない。法 

人の意見は配慮しなければならない。（公表） 

イ 中期計画（６年）は、法人が作成し、設立団体の長が認可。 
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 ※ あらかじめ評価委員会の意見を聴かなければならない。（公表） 

ウ 年度計画は、法人が作成し、設立団体の長に届出。 

エ 法人は、中期目標に係る事業報告書を設立団体の長に提出。（公表） 

オ 評価委員会は、各年度及び中期目標期間の事業実績を評価。結果を法 

人・設立団体の長に報告・通知する。議会に報告。（公表） 

カ 中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間における業務 

の実績の評価。結果を法人・設立団体の長に報告・通知する。議会に報 

告。（公表） 

 キ 中期目標の期間における業務の実績の評価。結果を法人・設立団体の 

長に報告・通知する。議会に報告。（公表） 

ク 中期目標期間終了時に、設立団体の長が法人の組織・業務全般にわた 

り見直し。（公表） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

⑻ 議会の議決を要するもの 

 ア 定款を定めるとき（第７条） 

イ 定款を変更するとき（第８条） 

ウ 役員等の損害賠償責任の免除の承認（第１９条の２） 

エ 料金の上限を定める（変更する）ときの認可（第２３条） 

オ 中期目標を定める（変更する）とき（第２５条） 

カ 出資等に係る不要財産の出資等団体への納付の認可（第４２条の２） 

キ 重要な財産を譲渡し、又は担保の認可（第４４条） 

 

 
Ⓐ 公立大学法人の設立団体の長である市長は、公立大学法人が達成すべき６年間 

の目標（＝「中期目標」、山陽小野田市立山口東京理科大学の運営方針）を定め、 

公立大学法人に指示します。 

Ⓑ 公立大学法人は、市長の指示を受け、中期目標を達成するための具体的な６年 

間の計画（＝「中期計画」）を作成します。 

 Ⓒ 公立大学法人は、中期計画に基づき、毎事業年度の開始前に、当該年度の計画 

（＝「年度計画」）を作成します。 

 

山陽小野田市 

 

 

Ⓐ 中期目標を策定 
 

公立大学法人 山陽小野田市

立山口東京理科大学 

 

Ⓑ 中期計画を作成 

Ⓒ 年度計画を作成 第１期：H28～R３ 

第２期：R４～R９ 

 

中期目標を指示 
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山陽小野田市・公立大学法人・評価委員会の役割 
 

設立団体 

（山陽小野田市） 

   

公 立 大 学 法 人 

山 陽 小 野 田 市 立 

山 口 東 京 理 科 大 学 

 中期目標  

   

 中期計画  

   

 業務方法書  

   

 財務諸表  

   

 利益・損失処理  

   

 借入金  

   

 財産の処分  

   

 
     

    

 

 

 

 

 

各事業年度の業務実績  

 
    

   中期目標期間の業務実績  

 

    

 

山陽小野田市公立大学法人評価委員会 
 

認可 

 

認可 

 

承認 

 

承認 

 

認可 

 

 

意見を述べる 

作成 

認可 

 

中期目標期間の終了時の検討、措置 

報告 

評価 

指示 

作成 

作成 

作成 

決算 

申請 

申請 

 

評価委員会が実施した業務実

績に関する評価結果は、公立

大学法人に通知、設立団体に

報告するとともに公表する。  



◯現状と課題　教育施設等の整備が遅れている状況 参考資料２

H30.5.19

H30.5.19

山口東京理科大学薬学部増築工事に係る当初スケジュールと実績

H29.5.31

H30.2月末

H30.5.19

H30.1月中

Ａ
棟
・
Ｂ
棟

H30.1月中

H30.2.28

H30.2月中

実施設計業務

平成28年 平成29年 平成30年

1月

H30.2月中

H30.2月中

H31.1.31

H31.1.15

H31.1.31

運動場
テニスコート

H31.2月末

H30.11.30

汚水処理設備
H30.11.30

危険物倉庫棟
H30.2月末

外 構
H30.2.28

7月

電 気
設 備

建 築
主 体

給排水
衛生ガ
ス設備

Ａ
棟

Ｂ
棟

機 械
設 備

H30.12.28

H30.1月中

H30.2月末

H29.5月末

H29.3.24

Ｃ
棟

空気調
和設備

電 気
設 備

12月 3月

建 築
主 体

建 築
主 体

H28.12月初

8月 9月 10月 11月 12月2月 3月 4月 5月 6月

杭

1月7月9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 8月 9月 10月 11月 2月 3月

平成31年 令和2年

R2.4.28

9月 10月 11月 12月 1月4月 5月 6月 7月 8月2月

危険物倉庫棟は完成したが、耐火構造が法令の基準を満たしていなかった

為、計画していた屋内貯蔵所を設置できなかった。屋内貯蔵所については

別途、大学が整備した（Ｒ３年完成）。

運動場は、市の整備計画では令和７年度の完成予定だったが、大学は令和６年４月に薬学部に大学院研究科を設置する予定のため、文

部科学省への設置申請手続きを令和４年度末に行えるよう準備を進めていた。当該手続きを円滑に進めるためには、未整備となってい

る必置施設の運動場を令和４年度中に完成させる必要があり、大学と協議した結果、整備場所を変更し、整備は大学が行うこととした。

■施設整備が遅れた主な要因

薬学部の設置には、校舎等の整備が必要となるが、整備に

ついての検討が十分に行われないまま薬学部の設置（開学）

時期が決定された。

これにより、施設の整備内容等を決める前に工期末が決定

してしまい、適正な工期が確保できないことを認識していな

がら、薬学部設置の認可が得られるよう、厳しい工期だが間

に合うと説明し、適正な工期を確保していない事実を公表し

ないまま整備を進めた。

当初の計画では、平成30年度末に全ての整備工事が完

了する予定だったが、現在もまだ完了していない。特

に、大学設置基準で必置施設となっている運動場が完

成していない。

整備を行う施設

➡ 運動場（必置施設）、テニスコート、駐車場

… 文部科学省に提出した薬学部設置申請に添付した工程表（予定）

… 実績



山口東京理科大学薬学部増築工事 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ棟Ｈ30 

(６号館) 

Ｂ棟Ｈ29 

(７号館) 

Ｃ棟Ｈ30 

(８号館) 

テニスコートＲ７ 
整備予定地 

運動場 

整備予定地 

↓ 

駐車場Ｒ７ 
整備予定地 

【当初の整備計画】 

Ａ棟、Ｂ棟、Ｃ棟、危険物

倉庫、外構等の整備 

➡ 平成 30 年２月完成 

運動場及びテニスコートの

整備 

 ➡ 平成 31 年２月完成 

危険物倉庫棟Ｈ30 現在、駐車場 

として使用 

↓ 

運動場Ｒ４ 

整備予定地 

薬用植物園Ｒ１ 

 部室棟Ｒ４ 

参考資料３ 

 危険物倉庫Ｒ３ 

左図以外の整備 

 

薬用植物園（江 

汐公園内）H29 

市が整備した施 

設と完成年度 

度 

駐輪場Ｒ１ 

 
危険物倉庫Ｒ３ 

大学が整備し 

た（している）

施 設 と 完 成 

（予定）年度 

今後、大学が 

整 備す る 施 

設 と完 成 予 

定年度 



◯目標指数　学生生活満足度① 参考資料４

5.5%

15.9%

60.2%

18.4%

2.5%

10.5%

67.1%

19.9%

2.0%

10.6%

67.7%

19.7%

2.4%

12.8%

69.4%

15.4%

2.2%

16.0%

66.9%

14.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

まったく満足していない

あまり満足していない

★まあ満足している

★とても満足している

全体的にみて、本学での学生生活に満足していますか

Ｒ２ Ｒ１ Ｈ30 Ｈ29 Ｈ28

78.6%

87.0% 87.4%

84.8%

81.8%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

88.0%

90.0%

「満足している」と回答した割合

「とても満足している」＋「まあ満足している」の合計

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

公立化後の最高値

（参考）

ベネッセ教育総合研究所が４年ごとに実施している「大学

生の学習・生活実態調査」より

2008年 満足している：64.1％

（とても満足：11.9％、まあ満足：52.2％）

2012年 満足している：63.2％

（とても満足：12.2％、まあ満足：51.0％）

2016年 満足している：51.1％

（とても満足：09.5％、まあ満足：41.6％）

※ 08→16の学生の変化

大学選択の際に、進路や将来についてよく考えなかっ

た傾向にあり、将来や大学で学びたいことがあいまいな

入学者の増加。興味よりも楽に単位をとりたいと考える

学生や、学習・生活両面で大学から支援・指導をしてほ

しい学生が増加。大学への依存度が高まり、大学生活に

満足できない学生が増加。

 1 ページ



◯目標指数　学生生活総合満足度②

6.0%

19.5%

63.7%

10.8%

4.2%

16.2%

67.9%

11.7%

3.9%

14.3%

71.5%

10.4%

3.6%

12.2%

75.2%

9.0%

1.5%

15.2%

75.5%

7.8%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0%

大嫌

い

嫌い

好き

大好

き

山口東京理科大学が好きですか

Ｒ２ Ｒ１ Ｈ30 Ｈ29 Ｈ28

74.5%

79.6%

81.9%

84.2%
83.3%

68.0%

70.0%

72.0%

74.0%

76.0%

78.0%

80.0%

82.0%

84.0%

86.0%

「好き」と回答した割合

「大好き」＋「好き」の合計

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

対前年度

1.2ポイント減

対前年度

0.3ポイント増

対前年度

3.0ポイント増

対前年度

2.1ポイント減

対前年度

0.9ポイント減

 2 ページ



◯目標指数　学生生活総合満足度③

順位 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

 基礎教育重視 基礎教育重視 基礎教育重視 学費の安さ 基礎教育重視

18.8% 18.6% 16.1% 13.7% 14.4%

 チューター制度 チューター制度 キャンパス環境の良さ 基礎教育重視 学費の安さ

11.2% 12.3% 11.5% 13.3% 14.2%

 学費の安さ 学費の安さ チューター制度 チューター制度 チューター制度

10.9% 11.1% 11.4% 11.2% 10.4%

 少人数教育 専門知識の習得 教職員との距離感 教職員との距離感 専門知識の習得

7.7% 7.9% 8.6% 9.2% 9.5%

 専門知識の習得 教職員との距離感 専門知識の習得 専門知識の習得 教職員との距離感

7.6% 7.5% 8.1% 9.0% 9.1%

教職員との距離感 少人数教育 少人数教育 少人数教育 少人数教育

7.2% 7.3% 6.8% 7.3% 5.6%

キャンパス環境の良さ キャンパス環境の良さ 学費の安さ キャンパス環境の良さ キャンパス環境の良さ

0.9% 1.0% 0.8% 2.7% 3.0%

体育施設の充実 体育施設の充実 面倒見が良い 体育施設の充実 体育施設の充実

0.5% 0.1% 0.4% 0.4% 0.1%

面倒見が良い 面倒見が良い 体育施設の充実 面倒見が良い 面倒見が良い

3.0% 2.2% 3.7% 4.6% 4.3%

ＩＴ環境の充実 ＩＴ環境の充実 ＩＴ環境の充実 ＩＴ環境の充実 ＩＴ環境の充実

1.9% 1.0% 0.7% 1.0% 1.0%

山口東京理科大学の特徴、魅力はどのような点にあると思いますか

（複数回答可）

１位

２位

３位

※「チューター制度」：学生一人ひとりに担当教員チューターを設け、学習・生活指導を定期的に
　実施。１対１の個別指導のため、学生が作成する履修計画表の点検とアドバイスを行うなど、細
　やかに対応。
　　チューター：大学において学士課程の学生への学習助言や教授の補佐を行う者のこと。

４位

５位

最下位

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%
上位の回答

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ１ Ｒ２

 3 ページ
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山陽小野田市シティセールス推進指針（二次改定） 

              H30.5.18 制定 地域振興部シティセールス課 

                            Ｒ元.６.27 一次改定  同 上        

               Ｒ３.３.2９二次改定 企画部シティセールス課 

１ 趣旨 

  「第二次山陽小野田市総合計画（以下「総合計画」という。）」で設定した

本市の将来都市像とキャッチフレーズ「活力と笑顔あふれるまち～スマイル

シティ山陽小野田～」の実現に向けて、シティセールスを戦略的・効果的に

推進するための指針を策定する。 

  

 

２ 本市におけるシティセールスの定義 

  本市におけるシティセールスとは、本市を将来にわたって持続可能なまち

とするため、本市のまちの魅力を市内外に発信することにより、「住み続けた

い」と感じる市民を増やすとともに、市外の人や企業に関心をもってもらい、

本市へ呼び込むことでまちの活力を高めるための活動である。 

あわせて、本市に誇り・愛着・共感を感じる人や団体“本市のファン”を

増やし、ファン自らこのまちをより良いまちにしようと、主体的に、かつ、

相互に協力しながらまちづくりに参画することも期待するものである。 

また、“本市のファン”が、「協創によるまちづくり」を実践できるよう、

本市と本市のファン等との想いや情報の共有を円滑にするための仕組みが必

要である。 

なお、本市のファンは、「協創によるまちづくり」に参画するなかで 

“シビックプライド”（※１）を育み、活動の原動力としていく。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

魅力の発信 

まちの資源の確保 

①人口流出の抑制 

②新たな人・企業や 

財源の呼び込み 

誇り・愛着・共感の喚起／ファンづくり 

「協創による

まちづくり」

の実践 

情
報
共
有
等
を 

円
滑
に
す
る
仕
組
み 

シビックプライド

の自覚、深化 

令和３年度総合計画審査特別委員会（総務文教分科会） シティセールス課提出資料 
令和３年１１月１２日（金） 



３ 具体的な取組 

(1) 魅力発信のターゲット及び取組内容  

 

　目　標　１　　人口流出の抑制

ターゲット 目指す姿

(1)
本市への理解を深め、誇り・愛着・共感を感じてもらうための情報発信
の充実（シティセールス課・全庁）

(2) 本市への愛着を深めるためのフード・グッズの活用(全庁)

(3)
本市への誇り・愛着・共感を高めるためのフェスティバル、イベントの実
施（シティセールス課・全庁）

(4)
本市への理解を深めるためのワークショップ、市民との意見交換（シティ
セールス課）

(5) 全施策による「住みよさ」の向上（全庁）

　目　標　２　　新たな人の流れをつくる・財源の確保

ターゲット 目指す姿

(1)
本市の認知度向上・イメージアップにつながる情報発信（シティセール
ス課・全庁）

(2)
観光客数を増加させるフェスティバル、イベント、観光事業の実施（シ
ティセールス課・全庁）

(3)
移住検討者に役立ち、本市の魅力が伝わる情報発信ツールの作成・
活用（シティセールス課）

(4)
移住者への優遇策の実施（転入奨励金交付制度）（シティセールス課
ほか）

(5) 全施策による「住みよさ」の向上（全庁）

(1) 返礼品の認知度を高めるための情報発信（シティセールス課）

(2) 返礼品数の増加（シティセールス課・商工労働課）

(1)
積極的な企業誘致活動の展開及び進出企業優遇施策の継続実施（商
工労働課）

(2) 産学官連携による新産業の創出、創業支援（商工労働課）

(3) 創業・起業の支援（商工労働課）

③
市
内
外
の
企
業

企業誘致の成立や創
業・起業の促進により、
税収を増やす

　成果指標　　企業誘致数
　　　　　　　　　企業誘致による雇用者の増加数
　　　　　　　　　創業・起業件数

取組内容　（担当課）

「本市に関心を持つ人」
「本市を訪れる人」「本市
へ移住する人」を増やす

　成果指標　　観光客数の増加
　　　　　　　　　移住相談件数の増加

サポート寄附金額を増や
す

　成果指標　　サポート寄附金額の増加

②
市
外
の
人

取組内容　（担当課）

①
市
民

「本市に住み続けたい」
「本市を他の人に勧めた
い」と思う市民を増やす

　成果指標　　市公式アカウント（HP・Facebook・Twitter・Instagram・YouTube）の閲覧数
　　　　　　　　　継続居住意向の割合の増加
　　　　　　　　　他者推奨意向の割合の増加



3 

 

(2) 魅力を発信する手段・媒体  

魅力を発信していくための手段・媒体は、代表的なものとして次の９つ

（※２）が掲げられる。実現可能性や効果的な組み合わせ等を考慮しなが

ら活用していく。 

   (ｱ) 広告、キャンペーン 

(ｲ) ウェブサイト、映像、印刷物 

(ｳ) ロゴマーク、イメージカラー（ビジュアル・アイデンティティ） 

(ｴ) ワークショップ、市民との意見交換会等  

(ｵ) 都市情報センター（※３） 

(ｶ) フード、グッズ等 

(ｷ) フェスティバル、イベント、観光事業等 

(ｸ) 公共空間 

(ｹ) 都市景観、建築 

 

 (3) 本市のファンのまちづくりへの参画を円滑にしていくための仕組み 

本市と本市のファンとの又は本市のファン同士の情報共有を容易にし、

相互に連携しながら「協創によるまちづくり」を推進するため、本市のフ

ァンを“スマイルプランナー”として登録する制度を設ける。 

 

【スマイルプランナー制度の概要】 

【意義】 

■活動分野が異なっていても、皆がスマイルシティ創造の一員である

ことを自覚できる仕組み 

■情報や人の交流を円滑にし、また担い手育成につなげる役割 

【登録者の活動】 

■スマイルシティの実現に向けて、自分ができることを自由に企画し

て実践する。 

【登録の対象】 

■個人、団体・グループ、法人、事業所等様々な単位で登録可能（重

複可） 

■居住地や所在地の制限なし 

■未成年者も保護者や成人の代表者を置くグループであれば登録可能 

 



 

【市の役割】 

■登録者の活動に有益な情報の収集及び提供 

■登録者同士の情報共有の円滑化及び連帯感の醸成 

■スマイルプランナー登録制度の周知及び普及啓発 
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４ 推進体制の整備 

  市長をトップとし、職員も推進員として参加する“シティセールス推進本

部（事務局：シティセールス課）”を設置し、全庁的な推進体制を整備する。 

  また、本指針に基づく諸施策を戦略的かつ効果的に推進するため、「山陽小

野田市シビックプライドアドバイザー」を設置し、シビックプライド等に関

し専門的視点から適宜意見や助言を得るとともに、様々な分野の民間団体等

の代表者で構成する「シティセールス推進協議会」からも事業の推進に関し

て意見をもらう。 

   なお、推進員の意識啓発やレベルアップを図るため、随時研修会を開催す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 取組の評価指標 

(1) 市公式アカウント（HP・Facebook・Twitter・Instagram・YouTube）

の閲覧数 

(2) 継続居住意向の割合の増加 

(3) 他者推奨意向の割合の増加 

(4) 観光客数の増加  

(5) 移住相談件数の増加 

 (6) サポート寄附金額の増加 

(7) 企業誘致数 

 (8) 企業誘致による雇用者の増加数（転入者数） 

(9) 創業件数・起業件数 

(10) スマイルプランナー登録数 

 

 

シティセールス推進本部 

本部長  市長 

副本部長 副市長 

本部員  部長 

推進員  全職員 

シビックプライド 

アドバイザー 

東京理科大学 

伊藤香織 教授 

シティセールス 

推進協議会 

１６団体で構成 

事務局 シティセールス課 



＜参考文献等＞ 

※１ 伊藤香織+紫牟田伸子監修、『シビックプライド―都市のコミュニケーシ

ョンをデザインする』、編者シビックプライド研究会、[2008]、株式会社

宣伝会議 Ｐ１６４ 

   「市民が都市に対してもつ誇りや愛着をシビックプライドと言うが、日

本語の郷土愛とは少々ニュアンスが異なり、自分はこの都市を構成する一

員でここをより良い場所にするために関わっているという意識を伴う。つ

まり、ある種の当事者意識に基づく自負心と言える。」 

 

※２ 同上 Ｐ１２、１３ 

   同書では、都市と市民との接点を「コミュニケーション・ポイント」と

し、代表的なものとして本文中(ｱ) ～(ｹ)の９つを掲げている。 

 

※３ 「都市情報センター」は、「都市の過去・未来・現在の情報を共有し、理

解を促し、体験を提供する。多様なメディアによる展示と、集まりの場と

して対話、情報交換ができるようなプログラムをもつ。人目につきやすい

立地、憩いの場の提供など、幅広い層の人々を呼び込む実空間であること

が重要。」とされている施設である。 


